
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 －その仕組みと使い方－ 

（利用の手引き） 

 

産業連関表は、アメリカの経済学者レオンチェフにより

考案されたものです。彼はこの業績により 1973 年にノー

ベル経済学賞を受賞しています。1936 年にレオンチェフに

よって最初の産業連関表が発表されて以来、現在では世界

中で作成されています。 

山口県では、「昭和３０年表」以降１１回目となる「平

成２７年表」を作成しました。産業連関表は、経済の構造

分析や波及効果の計算など、多様な利用価値がありますが、

難しくてわかりにくいという意見もあります。 

産業連関表の仕組みと波及効果分析についての簡単な

手引きを作成しましたので、産業連関表への理解を深めて

いただければ幸いです。 
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カセイ 卸売業

木材 ソーダ等

運輸業

卸売業

原稿 印刷用紙

運輸業

卸売業

本

運輸業

あなた（最終消費者）

林業 化学工業

紙 ・ パルプ工業

印刷 ・ 製本工業

小売業（書店）

    Ⅰ 産業連関表とは      

 

 

 

 

 

「産業連関表？」聞き慣れない言葉かも知れませんが、

これを「産業の関連を見る表」と読んでみて下さい。 

あなたの身の回りにあるモノ、それらは全て産業界からの

産物です。そして、あなたの手元に届くまでに様々な産業

をくぐり抜けて来ています。 

 

例えば、本は林業で産出された木材からパルプ・紙工業

を経て、印刷・製本工業で生産されたものです。また、そ

れを作るのにカセイソーダなどの化学製品が用いられる

ほか、流通過程では商業や運輸業の手を借りて、そして、

最終消費者であるあなたに読まれているのです。 

これらの財（モノ）とサービスの流れを一つの表にした

ものが「産業連関表」です。 

                       

                     モノとサービスの流れ 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経済活動を部門別に分け、それぞれの部門が何をどこ

から買い、どこへ売ったかを示す統計。 

財・サービスの流れを一覧表の形式で表しています。 
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  Ⅱ 産業連関表のかたちと見方    

 
 
 
 
 
 

 図１ 産業連関表のかたち 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表を縦（列）方向に見ると、表の上部（表頭）の各産業

が、その製品を製造するのに要した費用の構成がわかりま

す。原材料をどこからどれだけ買ったかや、新たに生まれ

た価値はいくらかを示しています。 

このうち、使用した原材料などのことを中間投入（①）、 
生産活動によって生み出された価値（雇用者所得、営業余

剰等）のことを粗付加価値（②）といいます。 

 

 

     

 

 

横（行）方向に見ると、表の左横（表側）の各産業が生

産した商品の販路の構成（産出構造）がわかります。生産

物をどこへどれだけ売ったかを示しています。 

このうち、各産業へ原材料などとして売られる分を中間

需要（①）、家計消費などで売られる分を最終需要（③）

といいます。 

 

     
 
 

産業連関表を見たことがないという方もあるの

ではないでしょうか。図１が一般的なかたちです。 

需　要　部　門
 （買い手） 01 02 03

供　給　部　門

（売り手）

01 農 林 漁 業 行 →　販 路 構 成 （産出）

02 鉱 業 列

03 製 造 業 ↓

   ・

   ・

①　　　　 ：内生部門

   ・ ② ③ ④ ：外生部門

   ・ ⑤　縦の生産額と横の

   ・ 　生産額は一致します。

最　終　需　要 （
控
除

）
移
輸
入

県
内
生
産
額

消

費

固

定

資

本

形

成

在

庫

移

輸

出

製

造

業

・ ・ ・

中　間　需　要

農

林

漁

業

鉱

業

④ ⑤

②

⑤　　県内生産額　　

① ③

中
間
投
入

粗
付
加
価
値

 雇用者所得

 営業余剰

費
用
構
成
（投
入
）

縦（列）は費用構成（投入構造） 

横（行）は販路構成（産出構造） 
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表１は、３部門の山口県産業連関表（平成２７年）です。 

具体的な数値でタテとヨコを見てみましょう。 

 

タテを見ると、第１次産業は１，００８億円を生産する

ために、同じ第１次産業から１０４億円、第２次産業から

２１１億円、第３次産業から１６２億円を原材料等として

購入しています。（中間投入合計４７６億円） 

また、粗付加価値を５３１億円生み出しています。 

 

 

 

 

 

ヨコを見ると、第１次産業は財やサービスを同じ第１次

産業へ１０４億円、第２次へ８３２億円、第３次産業へ１

３９億円を原材料用として販売しています。（中間需要額

合計１，０７５億円） 

さらに、消費へ３４１億円、投資へ４６億円、移輸出へ

３１２億円販売しています。（最終需要合計６９８億円） 

この結果、中間需要と最終需要の合計は１，７７３億円

で県内生産額１，００８億円を上回るため、７６５億円の

不足が生じますが、この不足分を県外からの移輸入で賄っ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

県内生産額＝中間投入額＋粗付加価値額 

1,008 億円 ＝  476 億円  ＋   531 億円 

県内生産額＝中間需要額＋最終需要額－移輸入額 

 1,008億円 ＝ 1,075 億円 ＋ 698億円 －765億円 

単位：億円

第１次

産業

第２次

産業

第３次

産業

中間

需要計
消費 投資 移輸出

最終

需要計

第１次産業 104 832 139 1,075 341 46 312 698 -765 1,008

第２次産業 211 38,380 7,086 45,677 6,412 9,649 57,045 73,106 -45,464 73,320

第３次産業 162 10,208 14,367 24,738 37,936 3,638 8,425 49,999 -15,628 59,109

中間投入計 476 49,421 21,592 71,490 44,689 13,333 65,782 123,804 -61,857 133,437

粗付加価値 531 23,899 37,516 61,947

県内生産額 1,008 73,320 59,109 133,437

県内

生産額

  ※四捨五入の関係で内訳の計は必ずしも合計と

  一致しません。（以下同じ。）

表１　平成２７年山口県産業連関表（３部門統合表）

中間需要 最終需要

中

間

投

入

（控除）

移輸入
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 Ⅲ 産業連関表の利用    

 

経済構造の分析産業連関表は財・サービスの取引の流れ

を一覧にしたものであり、表をそのまま読めば、表作成年

における県内の産業構造などがわかります。 

経済波及効果の分析産業連関表の各種係数から、ある産

業の生産が他の産業にどれほどの影響を与えるかなどを

予測することができます。 

 

   波 及 効 果 と は   

池に小石を投げた時に起きる波紋は、最初に振幅の大き

な波が起こり、だんだんと振幅を小さくしながら外へ外へ

と広がりやがて消えていきます。 

このことは、産業間の取引にもあてはまります。 

例えば自動車の注文があると、販売店は在庫がなければ

メーカーへ注文します。メーカーもその生産に要する部品

の在庫がないとすると部品会社に注文します。そして最後

には鉄鉱石の輸入へと順次注文されていきます。 

このように、一つの商品に需要が生まれ、それが次々と

他の産業に新たな需要を生み出していくことを波及効果

といいます。 

産業連関表を使うと、この波及効果の計算ができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自動車販売店 自動車会社 

（メーカー） 

鉄鉱石の輸入 

製鉄会社 

鉄鉱石の採掘 

部品会社 
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 Ⅳ 産業連関分析    

  

産業連関分析を行うには次の３つの表が基本となります。 

                        
                        
  

 

 

これらの表は、①が基礎となり、②が導かれ、③は②か

ら算出されます。①は主に経済のかたち(構造)を、②③は

主に経済のはたらき(機能)の分析に利用されます。 

では、順に見ていきましょう。 
 

①取引基本表(産業連関表)・・・経済循環の見取り図 

今まで説明してきた表です。 
 
②投入係数表・・・生産技術関係の一覧表 

投入係数とは、産業連関表を縦方向の費用構成に着目し

たもので、ある産業で生産物１単位を生産するのに必要な

各産業からの原材料投入量を示しています。 

投入係数は、各産業の中間投入額を生産額で割ることに

より求めることができます。 

 

 
    

表２  産業連関表（例） 

 
 

  
              投入係数表の見方とつくり方  

表２を縦に見ると、A 列の農業は C 行の農業から 10 の

原材料を購入し、D 行の工業から 30 の原材料を購入して

います。E 行の農業の生産額 100 なので、投入係数は農業

が 10÷100＝0.1、工業が 30÷100=0.3 となります。同様

に、B 列の工業を計算すると表３の投入係数表ができあが

ります。 

                    表３ 投入係数表                     

 A 農 業 B 工 業
農  業 0.1 0.2 

工  業 0.3 0.4 

粗付加価値 0.6 0.4 

生 産 額 1.0 1.0 

     
投入係数表を用いると、例えば、農業に 1 億円の需要が

生じる場合には、その需要に応じた生産を行うために農業
から 1 千万円（1 億円×0.1）、工業から 3 千万円（1 億円
×0.3）の原材料を購入することがわかります。 

需要 

供給 

中間需要 最終 

需要 
生産額 

A 農 業 B 工 業
中間

投入

C 農 業 １０ ４０ ５０ １００ 

D 工 業 ３０ ８０ ９０ ２００ 

粗付加価値 ６０ ８０  
E 生 産 額 １００ ２００ 

①取引基本表（狭義の産業連関表）  
②投入係数表 

③逆行列係数表 

投入係数＝中間投入額÷生産額 
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③逆行列係数表・・・産業間の波及効果の係数表 

逆行列係数とは、ある産業に１単位の最終需要があった

場合に、各産業に直接・間接の生産波及効果がどれくらい

あるかを示す係数で、産業連関分析の中心的な役割を果た

します。 

逆行列係数は、無限に波及していく究極的効果を数値化

したものです。 

                    表４ 逆行列係数表    

 農 業 工 業 

農 業 1.250 0.417 

工  業 0.625 1.875 

列 和 1.875 2.292 

 
  波及効果の計算例  

表４は表２をもとに算出したもので、この表を使って、

工業へ 100 万円の需要が生じた場合の波及額を計算して

みましょう。これは、次のような行列式の積によります。 

          

 
 

※農業 1.250×0 + 0.417×100 =  41.7 

※工業 0.625×0 + 1.875×100 = 187.5 

農業に 41.7 万円、工業に 187.5 万円、合計 229.2 万円

の生産誘発額となります。 

 

表５は、山口県産業連関表（平成２７年）の３部門表か

ら算出した逆行列係数表です。 

表５ 逆行列係数表（３部門） 

 

         
 
 
 
 
 

この表を使用して、第２次産業に１００億円の需要が生

じた場合の生産誘発額を計算してみましょう。 

 

 

 
 
※第１次産業 1.052×0 + 0.007×100 + 0.002× 0 =   0.7 
※第２次産業 0.073×0 + 1.166×100 + 0.045× 0 = 116.6 
※第３次産業 0.168×0 + 0.153×100 + 1.234× 0 =  15.3 

 

合計で 132.6 億円の生産誘発額となります。この額と

表の縦方向の係数の和を表す列和に需要額の 100 億円を

乗じた額の 132.6 億円は一致します。 

つまり、この列和をみると、その列の産業に対する需要

が産業全体に及ぼす影響をよみとることができます。 

なお、表では第２次産業が 1.326 で第１次産業や第３

次産業よりも生産の誘発が大きいことを示しています。 

 第１次産業 第２次産業 第３次産業 
第１次産業 1.052 0.007 0.002 

第２次産業 0.073 1.166 0.045 

第３次産業 0.168 0.153 1.234 

列 和 1.294 1.326 1.281 

1.052 0.007 0.002 0 0.7
0.073 1.166 0.045 × 100 ＝ 116.6
0.168 0.153 1.234 0 15.3

1.250 0.417 0 41.7
0.625 1.875 100 187.5

× ＝
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 Ⅴ 分 析 事 例    

 

逆行列係数を用いた行列式の積の計算により、各産業の

需要額に対して究極的に誘発される生産額を求めること

ができます。経済波及効果の分析ではこのことを利用し

て、直接的な効果をもとに第１次、第２次などの波及効果

を分析します。 

 

               直  接  効  果   県内需要の増加が直接的に県内 

                                    に及ぼす効果 

 

              第１次間接波及効果   原材料の購入などの需要の増加 

                   が各産業の生産に波及する効果 

 

              第２次間接波及効果   直接効果と第１次間接波及効果 

                                    で生じた所得が及ぼす効果 

 

 

 

 

 

 

 

 直接効果￥ 

県内の輸送機械部門の県内自給率は 0.214 なので、１０

億円の需要は県内に２億１４百万円の実質的な需要の増

加をもたらします。 

 
          ※県内自給率は、増加した需要のうち県内産業で賄える割合   

        のことです。 

         県内自給率＝１－移輸入額／県内需要合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

この１０億円に輸送機械部門の列方向の投入係数や粗

付加価値率を乗じることにより、１億６２百万円の原材料

などを誘発することや、５２百万円の粗付加価値を生むこ

とがわかります。また、粗付加価値のうちの雇用者所得は

２２百万円となります。 

 

        原材料の誘発￥ 

１億６２百万円の原材料などを誘発しますが、このう

ち県内で購入されるのは４０百万となります。 

（産業部門毎の自給率を乗じて計算します。） 

 

分析事例 

  県内の輸送機械部門に１０億円の需要があった場合

に、県内経済にどのくらいの波及効果を及ぼすか、３７

部門表により計算してみましょう。 

発注者 

県 内 

輸送機械 

部 門 
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原材料の誘発と第１次間接波及効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第１次間接波及効果￥ 

 

県内で購入する４０百万円の原材料などから誘発され

る生産額は、産業部門毎の購入額に各部門の逆行列係数を

乗じることで求めることができます。 

計算の結果、生産誘発額の合計が４９百万円、うち粗付

加価値誘発額２０百万円、さらにこのうちの雇用者所得が

７百万となります。 

 

                 
雇用者所得の増加は消費に 

 

           第２次間接波及効果￥ 

 

７２百万円の粗付加価値 

（５２＋２０） 

  ２９百万円の雇用者所得 

（２２＋７） 

      
直接効果と第１次間接波及効果の合計で７２百万円の

粗付加価値が生じ、このうちの２９百万円が雇用者所得と

なります。 

雇用者所得の一部は消費支出に回ります。収入から消費

に回る割合を消費転換率といい、ここでは家計調査の結果

をもとに算出した 0.604 によります。これで計算すると、

２９百万円×0.604＝１８百万円となり、１８百万円の新

たな消費を生むことになります。そしてこれを充たすため

にさらに生産が誘発されます。 

これも逆行列係数を用いて求めることができます。 

計算の結果、生産誘発額は１３百万円となります。これが

２次間接波及効果です。 

 

このような雇用者の所得増による波及効果は、３次、４

次･･と無限に続きますが、一般的には２次波及効果までを

分析したものが多いようです。 

 

 

 

 

県 内 

輸送機械 

部 門 

部品会社 
原 材 料

メーカー

１８百万円の消費  
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 総合効果（まとめ）  

県内の輸送機械部門に１０億円の需要があった場合、県

内産業に２億７６百万円の生産を誘発することになりま

す。 

 

                            総 合 効 果    （単位：百万円） 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
直  接  効  果 

総合効果 ＝    第１次間接波及効果 

第２次間接波及効果 

 

 

 

 Ⅵ 分析における留意点     

 

産業連関表を用いた分析は、一つの経済モデルであり、

そこにはいくつかの留意点や前提条件があります。 

①産業構造等が産業連関表作成時（平成２７年）である。 

②生産能力に限界はなく、あらゆる需要に応えられる。 

③過剰在庫がなく需要増に対し新たな生産を行い供給

する。 

④生産技術の向上があっても投入構造は変化しない。 

⑤生産が２倍になれば原材料も２倍となり、規模の拡大

に伴う費用の減少等は考慮していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
生産誘発額

粗付加価値

誘 発 額

雇用者所得 

誘 発 額 

直  接  効  果 ２１４ ５２ ２２ 

第１次間接波及効果 ４９ ２０ ７ 

第２次間接波及効果 １３ ９ ３ 

総   合   効   果 ２７６ ８１ ３２ 
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○事例の波及効果分析フロー 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：百万円)

×[県内自給率]
県外へ

直接効果

×[投入係数] ×[粗付加価値率] ×[雇用者所得率]

×[県内自給率]

×[消費転換率]

×[逆行列係数（開放経済型）] ×[消費パターン]

第１次間接波及効果

×[粗付加価値率] ×[雇用者所得率] ×[県内自給率]

第２次間接波及効果

×[逆行列係数（開放経済型）]

×[粗付加価値率] ×[雇用者所得率]

移輸入

11

1,000

52

雇用者所得増加額(直接)

22162

214

原材料増加額(直接)
 粗付加価値増加額(直接)

県内需要増加額

(第１次)

家計消費支出

増加額

雇用者所得誘発額

(直接＋第１次)

29

県内需要増加額

(第２次)

9

雇用者所得誘発額(第２次)

3

 粗付加価値誘発額(第２次)

20 7

生産誘発額(第２次)

13

雇用者所得誘発額(第１次)

生産誘発額(第１次)

49

 粗付加価値誘発額(第１次)

輸送機械部門需要増加額

県内需要増加額(直接)

40

18
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Ⅶ 用 語 の 説 明     

 

 産業連関表  

一定期間の一定地域（国もしくは地域）における産業活

動の相互依存関係や財・サービスの流れを一覧表の形式で

表したマクロ経済統計（加工統計）。 

 内生・外生部門  

内生部門は、産業間の中間生産物の取引を表した部分。 

外生部門は、粗付加価値部門及び最終需要部門。 

 県内生産額  

１年間の県内の生産活動により生み出された財・サービ

スの総額。 

県内生産額＝中間投入額＋粗付加価値額・・・・(行) 

県内生産額＝中間需要額＋最終需要額－移輸入額(列) 

 中 間 投 入   

各産業の生産過程で原材料などとして投入されたもの。 

 中 間 需 要   

他の産業の生産過程のために、原材料などとして販売さ

れた財・サービス。 

 粗付加価値  

各産業の生産活動によって、新たに生み出された価値。

雇用者所得、営業余剰などから構成される。 

 最 終 需 要  

各産業が、最終的に消費される財やサービスをどれだけ

家計や企業、政府に販売したかを示す。 

 移 輸 出  

国外や県外の需要を賄うために県内で生産された財・サ

ービス。 

 移 輸 入  

県内の需要を充たすために県外や国外から購入する

財・サービス。 

 消費転換率  

所得のうち消費に振り向けられる割合。収入に対する消

費支出の割合で計算される。 

 生産者価格  

生産者などが出荷する時点での価格をいう。 

分析ツールのもととなる産業連関表は生産者価格で表示

されている。 

 購入者価格  

消費者が購入する時点での価格で、生産者価格に商業マ

ージンと国内貨物運賃を加えたものをいう。 

購入者価格から生産者価格に転換する方法は、部門毎に

商業マージン率、国内貨物運賃の率を乗じ、算出した商業

マージンや国内貨物運賃を各部門から控除し、商業マージ

ンはすべて「商業」部門に、国内貨物運賃はすべて「運輸」

部門に加えることで行う。 

 


